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（適用範囲） 

第１条 工事契約事務処理要領（平成２０年要領第４１号）第２条第１項第１２号で定める維持

修繕作業のうち、次に掲げる場合については、本要領を適用し、条件付一般競争入札方式によ

り入札・契約手続を行うものとする。 

 一 競争入札により契約の相手方を決定する場合で、契約責任者が必要と認めたもの。 

 二 会社法（平成１７年法律第８６号）第４４０条第１項又は第２項に定める公告の写し若し

くは同条第３項に定める電磁的記録に記録された情報の内容を記載した書面の未提出によ

り、次年度の契約の相手方として不適当と判断された場合における次年度契約。 

 三 業績評価結果により、次年度の契約の相手方として不適当と判断された場合における次年

度契約。 

 四 重大な不祥事や事故を起こしたことにより、次年度の契約の相手方として不適当と判断さ

れた場合における次年度契約。 

 五 条件付一般競争入札後、当該落札業者を相手方とした随意契約を１回行った後の次年度契

約。 

 

（競争に参加するための要件） 

第２条 契約責任者は、競争に参加するために必要な性能要件を定めるものとし、当該工事の入

札参加希望者に、競争参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）（別記様式１）、競争参

加資格確認資料（以下「確認資料」という。）及び技術提案に係る書面（以下「技術提案書」

という。）の提出並びに知識確認及び技能確認（以下「知識確認等」という。）を求めるものと

する。なお、本要領において申請書、確認資料及び技術提案書を「申請書等」という。 

 

（入札公告） 

第３条 契約責任者は、次の各号に掲げる事項を含む入札公告を別添－１（入札公告例）を参考

に作成し、電子的媒体へ掲載するものとする。 

一 工事概要 

二 申請書の作成及び提出に関する事項 

三 確認資料の審査に関する事項  

四 知識確認等に関する事項 

五 競争参加資格 

六 技術提案書の評価に関する事項 

七 総合評価落札方式に関する事項 

八 ヒアリングに関する事項 



九 入札予定時期 

十 配置予定技術者の確認 

十一 その他契約責任者が必要と認める事項 

 

（競争参加資格） 

第４条 契約責任者は、次の各号に掲げる事項を競争参加資格として、西日本高速道路株式会社

契約規程実施細則（平成１７年細則第７号。以下「契約細則」という。）第１３条の規定に基

づき、公告するとともに、入札説明書においても明らかにするものとする。なお、入札に参加

できる者は、入札公告に示す資格要件をすべて満たす者とする。 

 一 契約細則第６条の規定に該当しない者であること。 

二 開札時に、当該年度における西日本高速道路株式会社工事一般競争（指名競争）参加資格

のうち、道路保全工事にあっては「道路保全土木工事」の、施設保全工事にあっては「道路

保全施設工事」の資格を有する者であること（会社更生法（昭和２７年法律第１７２号）に

基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）

に基づき再生手続開始の申立てがなされている者については、手続開始の決定後、財務担当

取締役が別に定める手続に基づく工事一般競争（指名競争）参加資格の再認定を受けている

こと。）。 

三 入札公告の前年度から起算した過去２年間における当該工種の工事成績の平均点が２年

連続で６５点未満でないこと。 

四 申請書等の提出期限の日（提出期限の日を含む。）から落札者を決定する日（決定する日

を含む。）までの期間に、西日本高速道路株式会社入札参加資格停止等事務処理要領（平成

１７年要領第９６号。以下「入札参加資格停止等事務処理要領」という。）に基づく入札参

加資格停止を受けていないこと。 

五 専任の主任（監理）技術者が、当該工事に対応する建設業法の許可業種に係る主任（監理）

技術者資格を有する者であること。 

六 主任技術者又は監理技術者が入札公告の前年度から起算して過去 15 年間において指定し

た工事の経験を有していること。 

七 施工計画が妥当であること。 

八 警察当局から、暴力団員等が実質的に経営を支配する者又はこれに準ずるものとして、公

共工事等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこと。 

九 競争に参加しようとする者の間に、資本関係、人的関係又は入札の適正さが阻害されると

認められる関係がないこと。 

     

（競争参加資格等の決定） 

第５条 競争参加資格及び競争参加資格の有無について確認するための確認資料を審査する基

準（以下「技術審査基準」という。）については、技術審査会で設定し競争参加資格等審査委

員会の審議を経て、契約責任者が決定するものとする。 

２ 前項の技術審査基準の標準例については別に定めるものとする。 

３ 技術審査会は、提出された確認資料を技術審査基準に基づき審査し、その結果を契約責任者

に報告するものとする。 

 



（入札説明書等の交付） 

第６条 入札説明書は、別添－２（入札説明書例）を参考に作成するものとし、別冊として公告

の写しを添付するものとする。 

２ 入札説明書、契約書案、入札者に対する指示書、図面、仕様書、及び単価表（以下「入札説

明書等」という。）は、公告後速やかに交付を開始することとし、申請書等の提出期限の日ま

で交付するものとする。 

３ 入札説明書等の交付期間、交付場所及び交付方法を公告において明らかにするものとする。 

４ 入札説明書等は、無料で交付するものとする。 

 

（申請書等の提出） 

第７条 契約責任者は、入札に参加する者の競争参加資格を確認するため、入札参加希望者に申

請書等の提出を求めるものとする。 

２ 提出期限は、公告の日の翌日から起算して３０日（行政機関の休日に関する法律（昭和 63

年法律第 91 号）第１条に規定する行政機関の休日（以下「休日」という。）を含む。）を標準

とするものとする。 

３ 提出先は当該競争の契約事務を所掌する部署（以下「契約担当部署」という。）とする。 

４ 提出方法は持参又は郵送（書留郵便若しくは信書便に限る）によるものとする。 

５ 期限までに提出しない者又は契約責任者が競争参加資格がないと認めた者は、当該競争に参

加することができないものとする。 

６ 契約責任者は、第１項から第３項までに掲げる事項を入札公告において明らかにするものと

する。 

７ 契約責任者は、第１項から第５項までに掲げる事項及び次の各号の事項を入札説明書におい

て明らかにするものとする。 

一 申請書等は、入札説明書において示す様式により作成すること。 

二 申請書等の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とすること。 

三 契約責任者は、提出された申請書等を競争参加資格の確認以外に提出者に無断で使用しな

いこと。 

四 提出された申請書等は返却しないこと。 

五 現場代理人及び主任（監理）技術者は、確認資料に記載した配置予定技術者の中から配置

すること。 

六 提出期限以降における申請書等の差替え及び再提出は認めないこと。 

七 申請書等に関する問合せ先 

八 その他契約責任者が必要と認める事項 

８ 契約責任者は、申請書等の提出期限までに申請書等の提出がない場合又は第１７条第１項

第五号に定める入札書の提出期限までに入札参加希望者がいない場合、次の各号に掲げると

ころにより、申請書等の提出期限の再設定ができるものとする。ただし、再設定は１度限り

とする。 

 一 技術者の確保が可能な時期又は施工体制が整う時期が２ヶ月以内である等新たな入札参

加希望者が見込めるものであること。 

 二 再設定の実施可否は、契約責任者が決定すること。ただし、再設定期間は次号に掲げる



訂正公告日から２ヶ月以内とすること。 

三 契約責任者は、再設定を行う場合、公告（訂正公告）により明らかにすること。なお、

件名（電子的媒体における件名。以下この号において同じ。）は、再設定であることが分か

る件名とすること。 

９ 前項第一号に掲げる内容の確認については、以下の各号に定める方法を標準とする。ただ

し、契約責任者が情勢等を考慮して特に必要があると認めたときは「新たな入札参加希望者

が見込めるもの」として取り扱うことができる。 

 一 辞退書（工事契約事務処理要領に定める標準例１様式第４号）の辞退理由 

 二 入札説明書等をダウンロードした者とのヒアリング 

 

（確認資料の内容） 

第８条 確認資料の内容は、次の各号とする。 

一 第４条第１項第５号に掲げる資格があることを判断できる配置予定の技術者（以下「配置

予定技術者」という。）の資格、同種工事の経験及び申請時における他工事の従事状況等。

なお、配置予定技術者は、複数名の候補者を記載してよいこととするが、そのうち一人でも

建設業法第２６条に適合しない者がいる場合は、不適格として競争参加資格がないものとす

る。 

二 第４条第１項第７号に掲げる資格があることを判断できる施工方法、仮設備計画等の技術

的事項に対する所見等（当該道路の沿道状況、気象特性、交通特性及び道路構造の特徴、業

務実施体制、施工計画等に関する技術的所見並びに工程計画）。 

三 その他契約責任者が必要と認める事項 

２ 前項第１号の配置予定技術者の同種工事の経験については、工事が完成し、引渡しが済んで

いるものに限り記載することができるものとする。また、前項第１号の旨を入札説明書におい

て明らかにするものとする。 

３ 契約責任者は、特に必要があると認めるときは、第１項の各号に加えて、確認資料の内容を

証明するための書類を資料として求めることができるものとする。なお、当該資料の提出を求

める場合においては、その旨を入札説明書において明らかにするものとする。 

４ 契約責任者は、確認資料の内容、作成及び提出に係る事項について、入札説明書において明

らかにするものとする。また、確認資料の様式については、別記様式－２～４（確認資料例）

を参考に作成するものとする。 

 

（知識確認の実施） 

第９条 契約責任者は、入札参加希望者の施工能力を確認するため、配置予定技術者の知識確認

を実施する。 

２ 知識確認の内容、実施方法、評価方法等を定める要領（以下「知識確認要領」という。）及

び入札参加希望者に対し交付する知識確認の実施に関する要領（以下「知識確認実施要領」と

いう。）については、技術審査会の審議を経て、契約責任者が決定し、その要領に基づき知識

確認を実施するものとする。 

３ 前項の知識確認要領については、別添－３（知識確認要領例）を参考に、また、知識確認実

施要領については、別添－４（知識確認実施要領例）を参考にそれぞれ作成するものとする。 



４ 契約責任者は、公告後速やかに前項で決定した知識確認実施要領を交付するものとする。 

５ 知識確認の実施にあたっては、次の各号に掲げる事項に留意するものとする。 

一 知識確認の内容は、施工管理、安全管理、維持作業、規制、雪氷対策作業（施設保全工事

の場合、雪氷対策作業を除く。）等に係る内容から出題することを原則とし、当該工事を履

行するうえで必要な基礎知識を確認する程度の内容とする。なお、契約責任者が必要と認め

る場合は、維持修繕作業に関する内容であって上記に掲げる内容以外の範囲から適宜追加又

は削除して設問することができるものとする。また、契約責任者は、入札公告において、設

問の範囲を明らかにするものとする。 

二 知識確認の対象者は入札参加希望者が確認資料において配置予定とした主任（監理）技術

者全てとし、知識確認実施要領にその旨を記載するものとする。 

三 知識確認の実施予定時期は入札公告に記載するものとし、知識確認の実施日の７日前まで

に対象者、実施日時及び実施場所その他関係事項を入札参加希望者に別途通知するものとす

る。 

 

（技能確認の実施） 

第 10 条 契約責任者は、入札参加希望者の施工能力を確認するため、技能確認を実施する。 

２ 技能確認の内容、実施方法、評価方法等を定める要領（以下「技能確認要領」という。）及

び入札参加希望者に対し交付する技能確認の実施に関する要領（以下「技能確認実施要領」と

いう。）については、技術審査会の審議を経て、契約責任者が決定し、その要領に基づき技能

確認を実施するものとする。 

３ 前項の技能確認要領については、別添－５（技能確認要領例）を参考に、また、技能確認実

施要領については、別添－６（技能確認実施要領例）を参考にそれぞれ作成するものとする。 

４ 契約責任者は、公告後速やかに前項で決定した技能確認実施要領を交付するものとする。 

５ 技能確認の実施にあたっては、次に掲げる事項に留意するものとする。 

一 技能確認の内容は、交通規制等の実施に関して、主任（監理）技術者における指導・監督

能力を確認することを原則とする。 

二 技能確認の対象者は、入札参加希望者が技術資料において配置予定とした主任（監理）技

術者の中から支社の長が定める方法により選出するものとする。なお、その旨を技能確認実

施要領に記載するものとする。 

三 技能確認の実施予定時期は入札公告に記載するものとし、技能確認の実施日の７日前ま

でに対象者、実施日時及び実施場所その他関係事項を入札参加希望者に別途通知するもの

とする。 

 

（知識確認等に係る基準等） 

第 11 条 競争参加資格を確認するための知識確認の結果を判定する基準（以下「知識確認基準」

という。）及び技能確認の結果を判定する基準（以下「技能確認基準」という。）については、

技術審査会で設定し、競争参加資格等審査委員会の審議を経て、契約責任者が決定するものと

する。 

２ 前項の知識確認基準の標準例については、別に定めるものとする。 

３ 技術審査会は、知識確認の結果を知識確認基準に基づき、技能確認の結果を技能確認基準に



基づき、それぞれ入札参加希望者における技術的適性を判定し、その結果を競争参加資格等審

査委員会に報告するものとする。 

 

（競争参加資格確認資料作成説明会） 

第 12 条 契約責任者は、必要があると認める場合は説明会を実施することができる。 

２ 説明会は、原則として申請書等の提出期限の１０日前までに、実施するものとする。 

３ 説明会への参加の申込みは、書面（様式は自由）を申込先へ持参又は郵送（書留郵便若しく

は信書便に限る）により行うものとし、電送によるものは受け付けないものとする。 

４ 説明会への参加申込受付期間は、原則として公告の日の翌日から説明会の実施の日の３日前

までとするものとする。 

５ 説明会への参加申込先は、当該競争の契約担当部署とするものとする。 

６ 説明会を実施する場合には、説明会を実施する旨を公告において明らかにするとともに、次

の各号に掲げる事項を入札説明書において明らかにするものとする。 

一 説明会を実施する旨 

二 説明会の実施日時及び場所 

三 説明会への参加申込方法、申込期間及び申込先 

四 その他契約責任者が必要と認める事項 

 

（確認資料及び技術提案書のヒアリング） 

第 13 条 契約責任者は、提出された確認資料及び技術提案書について、特に必要があると認め

る場合にヒアリングを実施することができるものとする。 

２ ヒアリングは、申請書等の提出期限の日の翌日から競争参加資格確認結果通知の日の前日

までの間に実施するものとする。 

３ 確認資料及び技術提案書についてヒアリングを実施する場合には、次の各号に掲げる事項

を入札公告において明らかにするものとする。 

一 ヒアリングを実施する旨 

二 ヒアリングの実施予定日時及び場所 

三 その他契約責任者が必要と認める事項 

 

（競争参加資格の確認） 

第 14 条 契約責任者は、申請書等の提出者の競争参加資格の有無について確認するものとする。 

２ 申請書等の提出者が申請書等の提出期限の日に、第４条第１項第２号の認定を受けていない

場合で、競争参加資格のうち第４条第１項第１号及び第３号から第８号に掲げる事項を満たし

ているときは、開札の時において第４条第１項第２号に掲げる事項を満たしていることを条件

として競争参加資格があることを確認するものとする。 

３ 前項の確認は、技術審査会の審議を経て、競争参加資格等審査委員会において行うものとす

る。 

４ 第２項の確認は、申請書等の提出期限の日を基準日として行うものとする。ただし、第４条

第１項第４号については、申請書等の提出期限の日から競争参加資格の確認を行う日までのす

べての期間について確認するものとする。 



５ 契約責任者は、原則として申請書等の提出期限の日の翌日から起算して１４日以内に、競争

参加資格の確認の結果を、書面（別添－７（競争参加資格確認結果通知書））により申請書等

の提出者に対し通知するものとする。 

６ 契約責任者は、第１項、第２項、第４項及び第５項に掲げる事項を入札説明書において明ら

かにするものとする。 

７ 契約責任者は、競争参加資格の確認を行った日の翌日から落札者を決定する日（決定する日

を含む。）までの期間に、競争参加資格があると認められた者が入札参加資格停止要領に基づ

く入札参加資格停止を受けた場合、当該者に対する第５項の通知を取り消し、競争参加資格が

ないと認めたことを通知するものとする。なお、この通知に当たっては、第６項の規定を適用

するものとする。 

  

（苦情処理に関する事項） 

第 15 条 苦情処理に係る手続については、工事、調査等及び業務委託における入札・契約の過

程に係る苦情処理手続要領（平成１８年要領第１２０号）によるものとする。 

 

（質問書の提出及び回答） 

第 16 条 入札説明書等に対する質問書の提出があった場合は、その質問に対して速やかに電子

的媒体により回答するものとする。 

２ 質問書の受付期間は、原則として入札説明書等の交付を開始した日の翌日から、競争参加資

格がないと認めた者に対する理由の説明の回答期限日の翌日までとし、現場説明会を行う場合

は、入札説明書等の交付を開始した日の翌日から現場説明会の日の２日後までとする。 

３ 質問書の受付場所は、当該競争の契約担当部署とするものとする。 

４ 質問書は、受付場所へ持参又郵送（書留郵便若しくは信書便に限る）により提出するものと

し、電送によるものは受け付けないこととする。 

５ 質問に対する回答書の電子的媒体への掲載は、少なくとも入札公告日が属する年度の翌年度

末に終了するものとする。 

６ 削除 

７ 契約責任者は、前各号に掲げる事項を入札説明書及び入札者に対する指示書において明らか

にするものとする。 

 

（総合評価に関する事項） 

第 17 条 本要領の適用対象となる維持修繕作業は、工事における総合評価落札方式実施要領（平

成２２年要領第３０号。以下「総合評価要領」という。）を準用し、総合評価落札方式により

落札者を決定するものとする。但し、以下の各号に定める事項については、これによるものと

する。 

一 総合評価要領第９条第２項にかかわらず、入札公告については別添－１（入札公告例）を

参考に作成するものとする。 

二 総合評価要領第１３条第４項にかかわらず、競争参加資格確認結果通知書については別添

－７（競争参加資格確認結果通知書）を参考に作成、交付するものとする。 

三 入札に関しての注意事項については別添－８（入札に関しての注意事項例）を参考に作成



し、第１４条第５項の通知に併せて入札参加者に交付するものとする。 

四 総合評価要領第１７条第３項にかかわらず、契約書記載例は別添－９（契約書記載例）の

とおりとする。 

五 総合評価要領第２１条にかかわらず、手続に要する日数等は別添－10（手続フロー図）に

示す日数を参考とするものとする。 

六 技術提案書の様式については、技術提案書例（別記様式－５～11）を参考に作成するもの

とする。 

七 技術提案に係る評価基準の標準例については、別に定めるものとする。 

 

第 18 条 （削除） 

 

（情報の公表） 

第 19 条 総合評価要領第２０条に基づき、総合評価要領様式４により入札状況調書及び技術評

価点内訳書を作成し、総合評価要領第２１条第２項に基づき公表を行うものとする。 

 

 

  



別添・別記様式 一覧 

 

別添－１  入札公告例 

別添－２  入札説明書例 

別添－３  知識確認要領例 

別添－４  知識確認実施要領例 

別添－５  技能確認要領例 

別添－６  技能確認実施要領例 

別添－７  競争参加資格確認結果通知書 

別添－８  入札に関しての注意事項例 

別添－９  標準契約書における追加条項記載例 

別添－10  手続フロー図 

 

別記様式１  競争参加資格確認申請書 

別記様式２  確認資料例（確認資料の提出について） 

別記様式３  確認資料例（配置予定技術者の資格及び工事経験） 

別記様式４  確認資料例（施工計画） 

別記様式５  技術提案書例（技術提案資料の提出について） 

別記様式６  技術提案書例（業務体制の提案） 

別記様式７  技術提案書例（有資格者一覧） 

別記様式８  技術提案書例（作業時の施工体制） 

別記様式９  技術提案書例（緊急時の施工体制） 

別記様式 10  技術提案書例（第三者の安全対策に関する提案） 

別記様式 11  技術提案書例（技術提案の根拠） 

別記様式 12  技術提案書例（環境への取組み） 

別記様式 13  技術提案書例（障がい者雇用に関する取組み） 

 


